
を要;11ーしている。

次の L基本的運輸政策1 の総論部分では，諸交通機関を同氏

全体に とって最低の経済的およ び社会的代用で活動させるため

には， 自由主義経済に恭づく利潤目標追及と これを調殺する競

争 とし 、 う方式を基礎として目的を迷成すべきであることを主張

し，このため交通政策は総合的な体制lて'あって ， かつ法制的規

制による拘束はできるだけこれを少なく すべ きである こと を指

摘している。また愉送サービスの利用者は，そのサービAの提

供者が私的機関であると公的機関であるとにかかわらず， その

利用するサービスの提供に要する!京怖をでき るかぎり負拘.すべ

きであるとし、う tlJ Jll者負担の原則をも強調している。

都市問輸送に関しては，主として公共交通機関(鉄道 ・ トラ

ック ・ パ兄 ・ 船舶 ・ はしけ ・航定機 ・ パイプライ γ) に対する

現在の政策が適切でないために. 公正な鏡争に よる合埋的な発

展を阻害しているこ と を指摘して，これらに関する法制，税制l

補助金制度等にl刻 して多 くの改善案を提起 している。都市交通

については， 公共大品交通機関(鉄道 ・ パス)の存続 と 鉱張の

必要を重視し ， 一定の条件の下に， これら公共大量交通機関の

新設，改良，鉱張等に対し，その工事貨の相当大きな ffll分を補

助することを要請している。労働関係については， 交通におけ

る際用政策の議問題を解決するためには，労働の生産性向上を

はかる とともに， 技術的変革により影響を受ける労働に対し，

これを公平に処理すべき ことを主張してい る。

1963 年ケ不 デ ィ 大統領は凶弾に倒れたが，この教書のt提案は

徐々に実現されつつある。 鉄道に対する 10% 通行税の廃止，国

内航空の通行税の軽減，運輸事業の減ÍlI日償却期間の短縮等があ

いついで行なわれたが， 1 964 i:fニ 7 月 には都市大iii 交通法 (Urban

Masstransportation Act) が成立した。これは教書の拠楽にj占

づいて一定の条件を耐Ii えた都市公共交通機関の新設， 改以， I!ム

娠に対し，工事政の3叫川する ため， 3 箇年 H肌l
7， 5ω0∞0)万I ドノルレの支 111 ができることを定めた法律である。

参考文献 Dudley F. Pegrum; Transportation: Economics 

and PU blic Policy , 19630 (工藤平IU~)

げんかいしし よ うぼうちそ う ち限界支障報知装置 (新

幹線用) 新幹線以外の鉄道または泊絡が，新幹線の線路を乗

り舷しまたは接近している区間において，子IJ <I<の脱税l または 自

動車の転務等により新幹線の線路を支附するおそれのある箇所

に設け_;と障があ っ た場合，こ の |亘 1::1 に進入するヂIJjji を* Uilih 

列車制御災直によって 1:1 動的に伴止させ，子II J:fi iill転の交合を{活

保するために設け られたものを限界点降級知装監とい ι)0 (凶

1 ・ 2)
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この災置は， 新幹線の線路の支障会検知するために， 検知往

(凶ー3) または検知電線を使用し口 、る。 検知柱(木さ 5cm flj, 

長さ約 1. 1 m ) は，内部に 1. 6mm のビニノレ硬銅線を入れたプ ラ

スチックコ γF リー ト製で， 上部は干すりや *立入 り防護さく

にUボルト で悶定し，下部はi:k似わくにはめ込み， コゾク リ ー

ト法礎に固定 しである。 限界を支障して手す り等が倒れた場合，

げんかしょう

検知柱が折れ，内部の'iIH患が切断されるようになっている。し

かし， わずかな振動などでは，折れない よ うに下部のわくは余

裕をもたせ，約 10 位以上傾いたときに，カがかかり約 30 度で

従線が切断するようになっている。

検知電線は， 検知柱の設l流できない箇所にú生け， ピニノレ電線

2 本をビエノレ電線管に収めたもので，外力により 検知電線が切

断される こ とで支障を検知するよ うになってい る。

図-2 検知柱 ・ 検知電線取付例
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も L ， ylJ !jl:または 臼 l[YJ車が新幹線側に転

落し，検知柱または検知電車産に衝撃，これ

らを破煩切断すると ， 信号ケーブノレに よ り ，

も より * の信 号機掠室に設備 されている自

動ylJ1ド jjïJ御長置にその切断を伝え， この装

置を設けである区間に援する上下線の自動

列車協IJ御装鐙軌道回路に停止信号を現示さ

せ. 列車ーを停止さ せるようになっている。

なお，この装置の構造上， 停止信りを現示 叫

する医!聞は，普通 10 km 私u止になってい る。 務 『
限界支障純i匁1袋置は，列車の!脱線または IJ 

自動ifIの転落等により線路を支障した場合 ~ 
ヒ

のほか，人為的に検知柱 ・ 検知電線tこ節I撃 Z 
を与えて Ii!Ji i員さ せたり， リード線・信号ヶ ? 

ープ

ブノレを 1JH易，切断した場合でも ， 自動列

車制御装位軌道回路に停止信 号 を現示し，

列車の逆転に大幅な支障を与えるので ， ま

く ら木交換，重量物運搬，土地の掘起し等の場合には，検知柱 ・

検知電線 ・ ケ ー プル等にJ:U I拐を与えないよう注意することが肝

嬰である。(江崎昭)

げんかしょうき e くしさん減価償却資産 悶定資産は

長j切にわたり 事業の用に供される ものであるが， 土地以外のも

のは， 使用または時の経過に伴い漸次その価(1引を減じ，最後に

は廃棄するか，あるいは吏新しなければならなくなる。 このよ

うな価値の減耗は， 取得年度あるいは廃棄年度。に一時にその全

部がq'i消 されるのではなく ， 長期間の使用に以づき徐々に焚消

されるのであるから，これを特定年度の費用 として一時に計上

することは，企業の期間的営業活動の成果を明らかならしめる

会計の 目的からみた と き ， 1íi年度における費用負担の公平を欠

き，拡1益計算上不合理である。

このような不合理を避け，固定資産の減価の費用を合理的か

っ計凶的に各利用年度に配分負担させ る 会計手続を減価償却 と

いレ， この手続が適用される固定資産を減価償却資産と L 、う。
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